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海外労働事情

１
．
は
じ
め
に

　

二
〇
一
一
年
三
月
一
一
日
に
東
日
本
を

襲
っ
た
Ｍ
九
・
〇
の
地
震
と
大
き
な
津
波
は
、

東
北
地
方
を
中
心
と
し
た
地
域
の
住
民
に
未

曾
有
の
被
害
を
も
た
ら
し
て
い
る
。
死
者
・

行
方
不
明
者
二
万
四
〇
〇
〇
人
以
上
、
家
屋

の
損
壊
二
二
万
棟
以
上
、
地
元
を
逃
れ
た
避

難
者
が
最
大
時
三
〇
万
人
に
上
る
と
い
う
戦

後
最
悪
の
災
害
と
な
っ
た
。
住
居
、
財
産
や

仕
事
を
一
遍
に
奪
わ
れ
た
被
災
者
の
生
活
再

建
は
、
待
っ
た
な
し
の
緊
急
課
題
で
あ
る
。

　

被
災
地
の
多
く
は
、
深
刻
な
人
口
高
齢
化

に
悩
ま
さ
れ
、
震
災
前
か
ら
若
年
人
口
の
流

出
が
続
い
た
地
域
で
あ
る
。
今
回
の
大
震
災

を
受
け
て
若
年
人
口
の
流
出
が
一
層
加
速
さ

れ
る
恐
れ
が
あ
る
。
ま
た
、
福
島
第
一
原
発

の
周
辺
地
域
で
は
事
故
の
影
響
で
、
地
元
の

基
幹
産
業
で
あ
る
農
業
や
漁
業
が
壊
滅
的
な

打
撃
を
受
け
て
い
る
と
こ
ろ
も
少
な
く
な
い
。

地
元
で
生
活
再
建
を
目
指
し
た
い
が
仕
事
が

な
い
、
原
発
事
故
の
影
響
が
心
配
と
い
っ
た

理
由
で
地
元
に
戻
れ
な
い
者
が
少
な
く
な
い

と
思
わ
れ
る
。

　

一
方
、
避
難
先
で
の
生
活
再
建
に
も
多
く

の
困
難
が
伴
う
。
災
害
が
理
由
で
地
元
を
離

れ
て
し
ま
う
場
合
に
は
、
一
定
期
間
の
失
業

を
経
験
す
る
こ
と
が
多
い
（K

letzer1998

）。

ま
た
、
被
災
者
は
、
避
難
先
で
は
ソ
ー
シ
ャ

ル
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
持
っ
て
い
な
い
た
め
、

職
探
し
の
コ
ス
ト
も
割
高
と
な
る
で
あ
ろ
う
。

そ
れ
に
加
え
て
、
避
難
先
で
の
生
活
に
馴
染

む
ま
で
は
、避
難
者
は
よ
り
大
き
な
体
力
的
・

精
神
的
ス
ト
レ
ス
に
耐
え
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

　

同
様
な
ジ
レ
ン
マ
は
、
二
〇
〇
五
年
八
月

に
起
き
た
米
ハ
リ
ケ
ー
ン
カ
ト
リ
ー
ナ
の
後

に
も
起
き
て
い
た
。
ハ
リ
ケ
ー
ン
の
後
、
米

国
で
は
一
九
三
〇
年
代
以
来
最
大
規
模
の
人

口
移
動
が
起
き
て
い
た
（F

alk 

他2006

）。

と
く
に
被
害
が
大
き
か
っ
た
ニ
ュ
ー
オ
ー
リ

ン
ズ
市
で
は
、
全
人
口
の
四
五
万
人
が
一

週
間
も
た
た
な
い
う
ち
に
ほ
ぼ
全
部
流
出
し

て
し
ま
っ
た
。
災
害
発
生
か
ら
五
年
が
た
っ

た
二
〇
一
〇
年
一
月
に
な
っ
て
も
、
ニ
ュ
ー

オ
ー
リ
ン
ズ
市
の
人
口
規
模
は
災
害
前
の
約

七
割
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
（
米
国
統
計
局
）。

　

東
日
本
大
震
災
の
後
に
、
東
北
三
県
（
岩

手
県
、
宮
城
県
、
福
島
県
）
の
人
口
や
労
働

力
市
場
が
、
ど
の
よ
う
に
変
わ
る
の
で
あ
ろ

う
か
。
米
ハ
リ
ケ
ー
ン
カ
ト
リ
ー
ナ
か
ら
甚

大
な
被
害
を
受
け
た
ニ
ュ
ー
オ
ー
リ
ン
ズ
市

が
辿
っ
た
軌
跡
に
そ
の
答
え
が
あ
る
よ
う
に

思
う
。
こ
れ
か
ら
東
北
三
県
で
何
が
起
こ
ろ

う
と
し
て
、
ど
の
よ
う
な
復
興
を
果
た
す
だ

ろ
う
か
に
つ
い
て
読
者
と
一
緒
に
考
え
て
み

た
い
。

２
．
震
災
前
の
東
北
三

県
の
人
口
と
労
働
力

市
場
の
均
衡
状
況

（
人
口
シ
ェ
ア
の
減
少
と
高
齢

化
）

　

震
災
が
起
き
る
前
の
東
北
三

県
は
、
日
本
全
国
の
人
口
に
占

め
る
割
合
が
一
九
四
七
年
の

六
・
二
％
を
ピ
ー
ク
に
、
そ
の

後
減
少
傾
向
が
続
い
て
い
る
。

震
災
発
生
直
前
の
二
〇
一
〇
年

で
は
、
東
北
三
県
の
人
口
シ
ェ

ア
は
す
で
に
四
・
五
％
ま
で
に

低
下
し
て
い
た（
図
１
）。
ま
た
、

六
五
歳
以
上
の
高
齢
者
人
口
の

シ
ェ
ア
は
、
一
九
六
五
年
か
ら

初
め
て
総
人
口
シ
ェ
ア
よ
り
も

高
く
な
り
、
東
北
三
県
は
全
国
平
均
よ
り
高

齢
化
が
進
む
地
域
と
な
っ
た
。

（
漁
業
、
林
業
等
に
偏
在
し
た
産
業
構
造
）

　

人
口
減
少
や
高
齢
化
を
引
き
起
こ
す
要
因

の
一
つ
は
、
第
一
次
産
業
に
偏
在
し
た
東
北

三
県
の
産
業
構
造
に
あ
る
。
図
２
を
見
て
分

か
る
よ
う
に
、
東
北
三
県
の
産
業
の
う
ち
、

全
国
平
均
よ
り
も
多
く
の
雇
用
を
生
ん
で
い

る
の
は
、
漁
業
、
林
業
、
農
業
、
鉱
業
等
の

第
一
次
産
業
で
あ
る
。
一
方
、
近
年
急
速
に

伸
び
て
い
る
情
報
通
信
業
や
金
融
保
険
業
等

の
第
三
次
産
業
は
東
北
三
県
で
は
全
国
平
均

よ
り
も
大
幅
に
遅
れ
て
い
る
。
第
一
次
産
業

以
外
の
殆
ど
の
産
業
（
除
く
建
設
業
、電
気
・

ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業
、
複
合
サ
ー
ビ
ス

事
業
）
に
お
い
て
、
東
北
三
県
で
は
就
業
機

会
が
全
国
平
均
よ
り
も
乏
し
い
。
そ
の
た
め
、

仕
事
を
求
め
て
県
外
に
出
る
労
働
力
人
口
が

大震災でどう変わる：東北３県の労働力市場

――米ハリケーンカトリーナからの示唆――
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図 1　被災した東北 3 県の人口シェア（1920 年～ 2010 年）

資料出所：総務省「H22 年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所
　　　　　「人口統計資料集（2011）」より筆者が作成。
注）東北 3 県（岩手、宮城、福島）の合計人口対全国人口の割合である。
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増
え
た
こ
と
で
、
総
人
口
の
減
少
が
続
い
て

い
た
。

（
中
間
所
得
層
は
比
較
的
厚
い
）

　

東
北
三
県
の
産
業
構
造
は
、
漁
業
等
の
第

一
次
産
業
に
雇
用
が
集
中
し
た
こ
と
で
労
働

者
の
収
入
水
準
が
低
い
と
予
想
さ
れ
る
が
、

実
際
の
と
こ
ろ
、
東
北
三
県
に
お
け
る
低
賃

金
労
働
者
（
本
業
所
得
二
〇
〇
万
円
未
満
）

の
割
合
は
、
全
国
平
均
よ
り
六
ポ
イ
ン
ト
も

低
い
。
一
方
、
六
〇
〇
万
円
以
上
の
高
収
入

労
働
者
の
割
合
も
、
全
国
平
均
よ
り
二
・
七

ポ
イ
ン
ト
低
く
、
中
間
所
得
層
は
比
較
的
厚

い
こ
と
が
分
か
る
（
表
１
）。

３
．
大
震
災
に
よ
っ
て
人
口
と
労

働
力
市
場
の
均
衡
は
ど
う
変
わ

る
の
か

　

災
害
史
的
研
究
に
よ
れ
ば
、
大
き
な
災

害
の
後
に
、
人
口
や
労
働
力
市
場
は
一
時

的
に
縮
む
も
の
の
、
そ
の
あ
と
は
大
き
く

リ
バ
ウ
ン
ド
し
て
復
興
す
る
ケ
ー
ス
が
多

い
。
例
え
ば
、
一
八
七
一
年
の
シ
カ
ゴ
火
災

に
よ
っ
て
一
〇
万
戸
以
上
の
家
屋
が
焼
失

し
、
三
〇
万
人
以
上
が
住
居
を
失
っ
た
も
の

の
、
一
八
八
〇
年
に
は
一
〇
万
戸
の
住
宅
が

再
建
さ
れ
た
だ
け
で
は
な
く
、
シ
カ
ゴ
市

は
新
た
に
二
〇
万
人
の
住
民
を
受
け
入
れ
る

こ
と
が
で
き
た
。
一
九
〇
六
年
の
サ
ン
フ
ラ

ン
シ
ス
コ
地
震
に
よ
っ
て
市
の
半
分
以
上
の

人
口
が
流
出
し
た
が
、
そ
の
わ
ず
か
四
年
後

の
一
九
一
〇
年
に
は
元
の
水
準
を
取
り
戻
し

て
い
た
。
ま
た
、
広
島
市
と
長
崎
市
は
原
子

力
爆
弾
を
受
け
て
ほ
ぼ
半
数
の
建
物
が
破
壊

さ
れ
、
人
口
の
四
〇
％
以
上
が
住
居
を
失
っ

た
に
も
関
わ
ら
ず
、
広
島
は
一
九
七
五
年

に
、
そ
し
て
長
崎
は
一
九
六
〇
年
に
元
の
人

口
規
模
を
取
り
戻
す
こ
と
が
で
き
た（D

avis 
and W

eistein2002

）。

　

こ
れ
ら
の
復
興
を
果
た
し
た
被
災
地
域

の
共
通
点
は
、「
災
害
の
前
か
ら
経
済
が
成

長
軌
道
に
乗
っ
て
い
た
こ
と
」
とV

igdor

（2008

）
が
指
摘
す
る
。
彼
の
言
葉
を
借
り

る
と
、「
大
災
害
は
成
長
中
の
町
に
と
っ
て

は
一
過
性
的
な
シ
ョ
ッ
ク
に
過
ぎ
な
い
が
、

停
滞
中
の
町
に
と
っ
て
は
運
命
を
変
え
る
ほ

ど
フ
ァ
ン
ダ
メ
ン
タ
ル

的
な
打
撃
を
与
え
る
こ

と
で
あ
ろ
う
」。
今
回

の
東
日
本
大
震
災
の
大

打
撃
を
受
け
た
東
北
三

県
は
、
残
念
な
が
ら
も

そ
の
後
者
で
あ
る
お
そ

れ
が
あ
る
。
で
は
、
大

震
災
に
よ
っ
て
東
北
三

県
の
人
口
と
労
働
力
市

場
の
均
衡
は
ど
う
変
わ

る
の
で
あ
ろ
う
か
。

（
人
口
は
あ
る
程
度
戻

る
も
の
の
、
元
の
水
準

ま
で
に
回
復
す
る
の
は

難
し
い
）

　

ま
ず
、
人
口
が
ど
の

程
度
戻
る
か
に
つ
い

て
、
米
ハ
リ
ケ
ー
ン
カ

ト
リ
ー
ナ
か
ら
甚
大
な

被
害
を
受
け
た
ニ
ュ
ー

オ
ー
リ
ン
ズ
市
の
人
口
推
移
を
参
考
に
し
な

が
ら
予
測
し
て
み
た
い
。

　

ニ
ュ
ー
オ
ー
リ
ン
ズ
市
は
、
東
北
三
県

と
同
様
に
災
害
の
前
か
ら
経
済
が
停
滞
し

て
お
り
人
口
減
少
の
局
面
を
迎
え
て
い
た
。

一
九
世
紀
の
産
業
革
命
も
二
〇
世
紀
の
Ｉ

Ｔ
革
命
も
そ
の
潮
流
に
乗
る
こ
と
が
で
き

ず
、
ニ
ュ
ー
オ
ー
リ
ン
ズ
市
は
米
国
の
経
済

発
展
か
ら
取
り
残
さ
れ
た
形
と
な
っ
て
い

た
。
災
害
前
の
二
〇
〇
〇
年
の
米
人
口
セ
ン

サ
ス
に
よ
る
と
、
ニ
ュ
ー
オ
ー
リ
ン
ズ
市
に

お
け
る
産
業
の
強
み
は
、
娯
楽
・
観
光
業
と

湾
岸
運
輸
の
み
と
な
っ
て
お
り
、
全
国
平
均

の
雇
用
水
準
を
達
成
す
る
た
め
に
は
、
新
た

に
三
・
七
万
個
の
就
業
機
会
を
創
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
厳
し
い
雇
用
状
況
に
あ
っ
た
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図 3　ニューオーリンズ市の人口規模の推移と災害後の人口の回復
割合（点線）（1950 年～ 2010 年）

資料出所：米国統計局の統計値により筆者が作成。
注） 2006-2009 年は、各 7 月 1 日時点の予測値である。その他は、各年 4 月 1 日時点

のセンサス値である。

図 2　産業別の雇用シェア　（東北 3 県 / 全国、2007 年）

表 1　本業所得200万円未満または600万円以上の就業者の割合（2007年）

資料出所：米国統計局の統計値により筆者が作成。
注） 2006-2009 年は、各 7 月 1 日時点の予測値である。その他は、各年 4 月 1 日時点

のセンサス値である。

資料出所 :「平成 19 年就業構造基本調査」より筆者が作成。
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産業計

農業

林業

漁業
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製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業
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不動産業
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複合サービス事業

その他サービス業

公務（他に分類されないもの）

分類不能の産業

全国平均 岩手県 宮城県 福島県 3 県合計

本業所得 200万円未満

男女計 47.0％ 44.9％ 40.9％ 37.2％ 41.0％

男性 29.6％ 33.2％ 26.7％ 22.8％ 27.5％

女性 71.6％ 74.7％ 74.7％ 72.9％ 74.2％

本業所得 600万以上

男女計 14.9％ 10.3％ 14.3％ 11.3％ 12.2％

男性 23.1％ 13.4％ 19.6％ 15.6％ 16.4％

女性 3.3％ 2.7％ 1.6％ 0.7％ 1.7％
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（V
igdor2008

）。

　

で
は
、
災
害
発
生
か
ら
五
年
あ
ま
り
が

た
っ
た
今
、
ニ
ュ
ー
オ
ー
リ
ン
ズ
市
の
人
口

は
元
に
戻
っ
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
図
３
を
見

て
分
か
る
よ
う
に
、
ニ
ュ
ー
オ
ー
リ
ン
ズ

市
の
人
口
は
災
害
発
生
か
ら
最
初
の
三
年

間
は
力
強
い
リ
バ
ウ
ン
ド
を
見
せ
て
お
り
、

二
〇
〇
八
年
に
は
人
口
が
災
害
前
の
七
四
％

の
規
模
ま
で
に
回
復
し
て
い
た
。
し
か
し
、

そ
の
後
増
え
方
が
徐
々
に
鈍
り
、
災
害
が
発

生
し
た
四
年
後
の
二
〇
〇
九
年
に
そ
の
増
加

が
止
ま
っ
て
い
た
。
二
〇
一
〇
年
の
米
国
人

口
セ
ン
サ
ス
に
よ
る
と
、
ニ
ュ
ー
オ
ー
リ
ン

ズ
市
の
人
口
は
一
〇
年
前
よ
り
二
九
％
も
減

少
し
た
ま
ま
で
あ
る（
１
）。

　

東
北
三
県
に
お
い
て
も
、
震
災
直
後
の
二
、

三
年
間
は
、
避
難
先
か
ら
戻
っ
て
く
る
住
民

が
か
な
り
の
数
に
上
る
の
に
加
え
、
復
興
事

業
に
大
量
な
労
働
力
が
必
要
と
さ
れ
る
た
め
、

ニ
ュ
ー
オ
ー
リ
ン
ズ
市
と
同
様
に
当
初
は
相

当
程
度
の
人
口
回
復
が
予
想
さ
れ
る
。
し
か

し
な
が
ら
、
避
難
先
か
ら
の
帰
還
お
よ
び
復

興
特
需
が
終
わ
っ
た
時
点
で
、
人
口
の
回
復

力
が
弱
く
な
り
、
や
が
て
震
災
前
よ
り
も
少

な
い
人
口
規
模
で
落
ち
着
く
こ
と
と
考
え
ら

れ
る
。

（
震
災
後
は
雇
用
規
模
が
縮
小
す
る
も
の
の
、

賃
金
率
が
上
昇
す
る
見
通
し
）

　

東
日
本
大
震
災
に
よ
っ
て
、
多
く
の
工
場

が
深
刻
な
ダ
メ
ー
ジ
を
受
け
、
廃
業
ま
た
は

一
時
的
に
閉
鎖
す
る
事
業
所
が
相
当
な
数
に

上
る
。
ニ
ュ
ー
オ
ー
リ
ン
ズ
市
も
ハ
リ
ケ
ー

ン
カ
ト
リ
ー
ナ
に
よ
っ
て
多
く
の
工
場
が
破

壊
さ
れ
、
災
害
直
後
の
一
カ
月
で
雇
用
者
数

が
二
二
％
も
減
り
、
失
業
率
も
五
％
か
ら

一
五
・
一
％
へ
と
急
増
し
て
い
た
。
雇
用
規

模
は
、
そ
の
後
徐
々
に
持
ち
直
し
て
い
た
も

の
の
、
二
〇
〇
七
年
以
降
は
概
ね
災
害
前
の

八
割
程
度
で
安
定
的
に
推
移
し
て
い
る（
２
）

（
図
４
）。

　

雇
用
規
模
が
縮
小

し
た
も
の
の
、
人
口

減
少
の
方
が
よ
り
顕

著
な
場
合
に
は
、
災

害
後
の
失
業
率
が
む

し
ろ
低
下
す
る
と
考

え
ら
れ
る
。
実
際
、

ニ
ュ
ー
オ
ー
リ
ン
ズ

市
の
場
合
に
は
、
災

害
か
ら
五
カ
月
後
に

は
失
業
率
が
元
の
水

準
に
戻
り
、
そ
の
後

は
し
ば
ら
く
災
害
前

よ
り
低
い
水
準
で
推

移
し
て
い
た
（
図

４
）。
ま
た
、
災
害

後
に
多
く
の
業
種
に

お
い
て
、
平
均
賃
金

の
上
昇
が
報
告
さ
れ

て
い
た
。
図
５
を
見

て
分
か
る
よ
う
に
、

娯
楽
、
公
益
事
業
、

情
報
産
業
を
除
い
た

全
て
の
産
業
に
お
い

て
、
ニ
ュ
ー
オ
ー
リ
ン
ズ
市
の
雇
用
者
の
平

均
賃
金
率
が
上
昇
し
て
い
た
。

　

上
昇
率
が
最
も
大
き
か
っ
た
の
は
、
災
害

復
興
に
お
い
て
ニ
ー
ズ
の
大
き
い
一
連
の
産

業
で
あ
る
。
災
害
に
よ
っ
て
大
量
な
ご
み
が

発
生
し
た
た
め
、
ご
み
処
理
業
の
賃
金
率
上

昇
が
五
〇
％
を
超
え
て
い
た
。
ま
た
、
支
援

物
資
を
輸
送
・
保
管
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、

輸
送
・
倉
庫
業
の
賃
金
率
も
四
割
強
上
昇
し

て
い
た
。
さ
ら
に
、
災
害
に
よ
っ
て
多
く
の

住
宅
が
破
壊
さ
れ
た
た
め
、
住
宅
の
建
設
を

担
う
建
設
業
、
住
宅
の
斡
旋
を
す
る
不
動
産

業
の
賃
金
率
も
そ
れ
ぞ
れ
四
割
弱
の
高
い
伸

び
を
見
せ
て
い
た
。

４
．B

eing sm
aller, 

being w
ealthier 

（
小
さ
く
な
る
が
、よ
り
豊
か
に
）

　

東
北
三
県
も
震
災
復
興
に
当
た
っ
て
、

ニ
ュ
ー
オ
ー
リ
ン
ズ
市
と
同
様
に
、
中
長
期

的
に
雇
用
規
模
の
縮
小
が
予
測
さ
れ
る
。
た

だ
し
、
人
口
規
模
は
雇
用
規
模
以
上
に
減
少

す
る
と
み
ら
れ
る
た
め
、
復
興
の
進
行
に
伴

い
、
震
災
直
後
の
高
い
失
業
率
が
や
が
て
下

が
り
、
震
災
前
よ
り
も
低
い
水
準
の
と
こ
ろ

で
落
ち
着
く
可
能
性
が
高
い
。
ま
た
、
復
興

関
連
の
ニ
ー
ズ
の
高
い
産
業
（
ご
み
処
理
業
、

運
輸
・
倉
庫
業
、
建
設
業
、
不
動
産
業
等
）

に
つ
い
て
は
、
労
働
力
の
供
給
が
不
足
し
が

ち
な
の
で
、
一
定
の
賃
金
上
昇
が
み
ら
れ
る

こ
と
で
あ
ろ
う（
３
）。
そ
れ
に
よ
っ
て
、
震

災
前
か
ら
層
の
厚
か
っ
た
中
間
所
得
階
級
が

震
災
後
も
維
持
で
き
る
の
で
は
な
い
か
と
筆

者
は
楽
観
的
に
み
て
い
る
。

　

問
題
は
、
復
興
関
連
の
需
要
が
一
巡
し
た

と
こ
ろ
で
、
東
北
三
県
の
雇
用
規
模
を
維
持

で
き
る
か
ど
う
か
で
あ
る
。
米
国
の
場
合
に

図 5　Orleans Parish 地区における災害後の平均賃金率の変化
（％、2Q2005 年～ 2Q2007）

図 4　New Orleans-Metairie-Kenner 都市圏における災害前後の雇用者数・
失業率の推移（2005 年 1 月～ 2011 年 2 月）

資料出所 ： Vigdor（2008）

資料出所：米国労働統計局「Local Area Unemployment Statistics」により筆者が作成。
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海外労働事情

　

三
月
一
一
日
に
発
生
し
た
東
日
本
大
震
災

以
後
、
被
災
地
の
イ
ン
フ
ラ
復
旧
や
被
災
者

の
生
活
支
援
が
急
ピ
ッ
チ
で
進
め
ら
れ
て
い

る
。
同
時
に
、
被
災
企
業
の
経
営
者
や
労
働

者
に
対
す
る
雇
用
支
援
も
大
き
な
課
題
と

な
っ
て
い
る
な
か
、
現
在
、
様
々
な
対
策
が

打
ち
出
さ
れ
て
い
る
。

　

本
稿
で
は
、
海
外
の
事
例
と
し
て
、
今
年

初
め
に
大
規
模
な
水
害
を
受
け
た
オ
ー
ス
ト

ラ
リ
ア
の
ク
イ
ー
ン
ズ
ラ
ン
ド
州
の
災
害
復

興
対
策
に
つ
い
て
、
雇
用
支
援
策
を
中
心
に

紹
介
す
る
。

二
度
の
水
害
で
被
害
が
拡
大

　

南
半
球
に
位
置
す
る
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
で

は
、
日
本
を
含
む
北
半
球
の
国
々
と
は
季
節

が
逆
転
す
る
。
一
一
月
の
ク
イ
ー
ン
ズ
ラ
ン

ド
州
は
真
夏
で
、
例
年
で
あ
れ
ば
農
家
が
雨

不
足
や
水
不
足
に
頭
を
悩
ま
す
時
期
で
あ
る
。

し
か
し
、
昨
年
は
一
一
月
か
ら
大
雨
が
降
り

続
き
、
そ
の
影
響
で
今
年
一
月
に
大
規
模
な

海外の大規模災害復興対策

―オーストラリア・クイーンズランド州の事例―

Focus3

は
、
復
興
需
要
の
終
焉
を
見
据
え
て
、
災
害

直
後
の
二
〇
〇
五
年
末
に
「
湾
岸
機
会
ゾ
ー

ン
法
案
」（G

ulfO
pportunity Z

one A
ct

）

を
可
決
し
、
被
災
地
域
で
工
場
を
立
地
さ
せ

る
企
業
に
対
し
て
税
制
優
遇
を
行
い
、
新
た

な
雇
用
機
会
の
創
出
を
試
み
た
。
そ
の
結
果
、

災
害
特
需
が
一
巡
し
た
二
〇
〇
八
年
以
降
に

お
い
て
も
ニ
ュ
ー
オ
ー
リ
ン
ズ
市
の
雇
用
規

模
は
概
ね
維
持
で
き
て
い
た
。
日
本
も
、
米

国
に
な
ら
っ
て
、
当
面
の
復
興
事
業
だ
け
で

は
な
く
、
中
長
期
的
な
雇
用
創
出
も
念
頭
に
、

被
災
し
た
東
北
三
県
へ
の
企
業
誘
致
を
税
制

面
か
ら
サ
ポ
ー
ト
す
る
べ
き
で
は
な
い
か
と

思
う
。

　

た
だ
し
、

東
北
三
県

は
そ
の
自

然
環
境
、

立
地
条
件
、

伝
統
等
か

ら
、
今
後

も
漁
業
や

農
業
等
の

第
一
次
産

業
が
大
き

な
割
合
を

占
め
る
こ

と
に
な
る

で
あ
ろ
う
。

第
一
次
産

業
の
停
滞

傾
向
が
逆

転
さ
れ
な

い
限
り
、

東
北
三
県

に
と
っ
て

震
災
後
の

神
戸
の
よ

う
な
プ
ラ
ス
ア
ル
フ
ァ
的
な
人
口
増
加
や
雇

用
拡
大
は
見
込
み
に
く
い
と
考
え
ら
れ
る
。

狙
う
と
こ
ろ
は
、「B

eing S
m

aller, being 
w

ealthier

」
だ
と
筆
者
は
考
え
る
。
町
自

体
は
一
回
り
小
さ
く
な
る
が
、
そ
こ
に
住
む

住
民
一
人
ひ
と
り
が
よ
り
豊
か
に
な
り
、
よ

り
幸
せ
に
暮
ら
し
て
い
る
と
い
う
将
来
像
も

素
晴
ら
し
い
も
の
だ
と
思
う
。
ち
な
み
に
、

ニ
ュ
ー
オ
ー
リ
ン
ズ
の
場
合
に
は
、
災
害
前

後
に
次
の
よ
う
な
変
化
が
み
ら
れ
た（
図
６
）。

〔
注
〕

１
．
資
料
出
所
：“Sm

aller N
ew

 O
rleans A

fter K
atrina: 

C
ensus Show

s”, N
ew

 York Tim
es, 2011/2/3

２
．
二
〇
〇
七
年
以
降
の
失
業
率
の
上
昇
は
、
リ
ー
マ
ン

シ
ョ
ッ
ク
に
よ
る
全
国
的
な
ト
レ
ン
ド
で
あ
る
。

３
．
た
だ
し
、
米
国
企
業
よ
り
日
本
企
業
の
賃
金
硬
直
性

が
高
い
た
め
、
米
国
並
み
の
大
幅
な
賃
金
上
昇
は
考
え

ら
れ
に
く
い
。
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図 6　ハリケーンカトリーナ前後におけるニューオーリンズ市の変化

資料出所：米国統計局のデータにより筆者が作成。

災害後（2005-2009年平均）

世帯数：63,926（44% ⇩）

中位所得：36,258 ドル（33.6% ⇧）

平均所得：59,880（38.7% ⇧）

貧困率：18.9%　（4.8ポイント ⇩）

災害前（2000年）

世帯数：113,948

中位所得：27,133 ドル

平均所得：43,176 ドル

貧困率：23.7%

⇨




